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要旨
　本稿は、開発途上国でしばしばみられる個人政党を、政党の一類型として定式化し、それが途上国の政
治に与える問題点を指摘する。途上国の個人政党には小規模なものも大規模なものもあるが、いずれにも
共通してみられるのは、指導者個人の圧倒的な影響力および政党組織の脆弱性といった組織的特徴、そし
てカリスマ・パトロネジ・政策といった支持調達の資源である。しかし、こうした特徴から、政党政治の
不安定や政策によらない支持調達といった、個人政党が途上国政治にもたらす諸問題も指摘される。
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１．はじめに
私はこれまで、開発途上国（以下、途上国）における政党政治の問題とりわけ途上国の未成熟な民主主
義体制ないしは半民主主義体制を失敗へと至らしめる問題を検討してきたが、そこには民族政党1、クラ
イエンテリズム、個人政党という三つの問題があると考えられる2。本稿では、このうちの三つめの問題、
すなわち個人政党の問題について検討する。この個人政党（personal party）とは、政治指導者個人を中
心として形成され、そのため政党は指導者に従属し、指導者と支持者との直接的な連繋（linkage）で成
り立っているため組織基盤が脆弱であるという特徴をもつ政党である。よって、指導者がいなくなること
で政党そのものが消滅するということが起きやすく、個人政党によって形成される政党システムは不安定
になりやすい。そのため、個人政党は、途上国の政治を不安定にし、ときに民主化の失敗や逆行、果ては
暴力的紛争をもたらすこともある（Mansfield and Snyder, 2005; Snyder, 2000）。このように、個人政党
の存在は、途上国における政党政治の深刻な問題の一つであり、また途上国の政治的安定ないしは民主主
義の定着を考えるうえでも重要である。
本稿では、途上国でしばしばみられる個人政党を政党類型の一つとして定位し、それが途上国政治にも
たらす問題を明らかにする。その際、政党と有権者との連繋に着目し、まず、有権者と政党との関係を反
映する政党組織の構造における特徴を洗い出す。そして次に、個人政党が有権者から支持を調達する際の
資源について検討したあと、最後に、これらの特徴をふまえて、途上国における個人政党が抱える問題に
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ついて考察することにしたい。
２．政党組織の構造
個人政党の組織的特徴として、次の二点が指摘できる。一つは、政党が指導者に従属しており、よって
指導者が政党内で圧倒的な影響力を持っているという点である。途上国における政党システムの制度化に
ついて論じたメインウォリングは、途上国における多くの政党が「その指導者の個人的な乗り物以上のも
のではない」という（Mainwaring, 1998: 78）。また、広く途上国の政党と政党システムの制度化につい
て検討したランドールとスヴァサントもやはり、個人政党は「政治指導者個人の乗り物」であると述べて
いる（Randall and Svasand, 2001: 85-86）。途上国における個人政党の第一の組織的特徴として、（通常
は党首である）政治指導者の存在ないし影響力が圧倒的に大きく、政党はその指導者に従属しており、し
ばしば政党そのものが指導者によって創設されたものでもあるという点が指摘できる。
もう一つは、指導者と支持者の関係が直接的で、それらを媒介する団体はもとより、政党内の組織すら
脆弱ないしは不在であるという特徴である。個人政党では、有権者の支持が政党よりはその指導者個人に
対して、直接的に与えられる場合が多い。さらに、指導者によって創設された歴史の短い政党であること
も多いため、政党の組織構造は脆弱ないしは不在で、組織化された政党が分業化された官僚制的な組織を
形成するのに対し、個人政党はこうした官僚制的組織が未発達な組織になりやすい。また、明文化された
規範や財務管理などもきわめてあいまいで責任の所在も不明確な場合が多い。さらに、有権者の側でも、
党員などの資格ではなく、組織された団体としての支持でもない場合が多い。
２．１．小規模個人政党
このように、途上国にしばしばみられる個人政党であるが、個人を中心とした政党といっても、様相の
異なる二つのパターンがあるように思われる。一つは、小規模の個人政党が乱立するパターン、もう一つは、
大規模な個人政党が体制を支配するパターンである。一つめの小規模政党が乱立する現象は、民主化の初
期、自由選挙の導入時に起こりがちな現象であり、ワイマール期のドイツや戦後すぐの日本にもみられた。
これは途上国においても同様で、政党政治が導入された当初1946 ～ 47年および軍政から再び民主化を
遂げた1970年代と90年代のタイや独立直後に議会制民主主義が導入されたときのインドネシア、マルコ
ス戒厳令体制崩壊後のフィリピン、民主化後の旧東欧や旧ソ連諸国でみられた。
タイでは、「政党政治出発の当初より見られた多数の小党の分立とその間の離合集散は、今日（ただし
刊行時の90年代初頭：筆者註）まで終わることなく繰り返されているタイ政党政治の一大特徴である」（村
嶋1993：149）といわれるように、長らく小党分立による不安定な政党システムが続いてきた。実際、
玉田の集計によると、「民主化が始まる1970年代以後についてみれば、総選挙で特定の政党が過半数の議
席を獲得したことはなく、第一党といっても獲得議席はたいてい3割前後にとどまっていた（玉田2008：
40）」という。そして、村嶋によれば、「多くのタイ政党は政党の結成がイデオロギーによらず、パーソ
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を基礎に行われ、しかもその結合は弱い。ある有力者の周りに議員が集合し
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、その有力者が政
治ポストや権益を配分できる限りはひとつの政党のカサの下にいるが、その可能性がなくなると雲散霧消
してしまう」（村嶋1993：179：強調は金丸）というものであった。すなわち、有力者個人に支持者や議
員が集まった小規模個人政党の乱立であった。また、こうした状況は政治に極端な不安定状況をもたらし、
それを収拾するためにクーデタが起き、軍事政権の下で新憲法が作成されて再び議会制民主主義を試みる
という、「タイ政治のサイクル」（村嶋1987）が繰り返されたという。
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同様のことはフィリピンでもみられる。フィリピンでは、マルコスの独裁体制以前には、国民党と人民
党という二大政党制であった。しかし、いわゆる「ピープルパワー」による民主化ののち、各政党はきわ
めて緩い結束しか持たなくなり、議員の党籍変更や政党の離合集散が頻発して、政党システムは流動的に
なった。その結果、各政党は、選挙区を代表する議員がポークバレル（利益誘導）を通じて有権者の支持
をとりまとめており、「ヒトは変わらないが党は変わる、あるいは党は変わっても同じヒトが当選すると
いう、個人が政党に圧倒的に優先する」（藤原1993：96）という状況が続いている（藤原1993）。
２．２．大規模個人政党
他方で、途上国における個人政党は、しばしば、一つの個人政党が多数の国民の支持を得て国政を掌握
することもある。これがもう一つの大規模個人政党のパターンである3。途上国も含めた政党の組織類型
についての包括的な研究を行ったガンサーとダイアモンドによれば、彼らのいう個人政党には、ペルーの
フジモリ、イタリアのベルルスコーニ（フォルツァ・イタリア）、インドのガンジー（インド国民会議）、
パキスタンのブット（パキスタン人民党）、ベネズエラのチャベス、ブラジルのコロール、フィリピンの
エストラーダ、ロシアのプーチン、タイのタックシン（タイラックタイ党）が含まれるという（Gunther 
and Diamond, 2001：28）。これらのうち、イタリアとロシアの事例を除けば、すべてが途上国、しかも
非ヨーロッパ圏である。なかでもラテンアメリカでは、カリスマ的な資質を持った指導者がその個人政党
を率いて登場し、大統領に就任して国政を牛耳る「ポピュリズム」と呼ばれる現象がしばしば起きてきた4。
アルゼンチンではペロンの正義党が、ブラジルではコロールの国家再建党が、そしてペルーではフジモリ
の変革90がそれにあたる（Mainwaring, 1998：70）。
ラテンアメリカと同じ大統領制のフィリピンでは、大統領候補の個人的人気により、政党を迂回して有
権者から多数の支持を得て大統領に当選するケースが起きた。その代表的な例が、1998年大統領選挙に
おけるエストラーダの当選と「愛国的フィリピン民衆の闘い」（LAMMP）の躍進である。フィリピンの
政治は、伝統的に、政治家個人とその地元とのクライエンテリズムによる連繋で成り立ってきたが（Scott, 
1972）、工業化や都市化によって伝統的な社会関係が変化し、そのために、とくに都市圏でパトロン―
クライエント関係や、「政治マシーン」（Scott, 1969）が機能しなくなったという（五十嵐2004：116-
117）。さらにマスメディアの発達によって大衆的人気を博した個人が多量の票を動員できるようになった
ことも手伝って、人気映画俳優という知名度を背景に、エストラーダは、自らの出自でもある都市貧困層
にアピールして、大統領に当選を果たしたのである5。
こうした政党組織や集票組織に頼らない支持獲得は、諸刃の剣でもある。一時的なブームに乗って有権
者の直接的支持を得たポピュリズム的大統領は、逆にその支持が反対へと寝返り始めると、急速にその足
場を失うことになるからである。エストラーダも、不正蓄財疑惑により議会から弾劾を受け、広く国民か
らの不支持を買うことになり、「ピープルパワー 2」と呼ばれた大衆運動により退陣を余儀なくされた。
こうした政党支持構造の脆弱性は、フィリピンの場合、有権者の政党への連繋の弱さとなって証明され
ている。Pulse Asiaによる政党帰属意識の調査（2010年 3 月）によれば、有権者の実に91％が支持する
政党を持たないことが明らかにされており、歴史の長い自由党（3.8％）や国民党（1.9％）への支持です
ら、きわめて低いことがわかる（Teehankee, 2013：194）。また、フィリピンでは、政党の下での議員
の結束がきわめて緩く、そのため国会議員の党籍変更が頻繁に行われる。なかでも、大統領の所属政党へ
の移籍が頻繁に行われてきた。例えば、エストラーダが大統領になった1998年選挙の後、大統領の所属
政党であるLAMMPに所属した議員のうち93.5％は、他党から移籍してきた議員であった。このことは、
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フィリピンでは政党の結束力ないしは組織がきわめて脆弱であり、逆にいうと、大統領個人の影響力が強
いことを示している。そのため、政党自体も離合集散を頻繁に繰り返し、「政党なき民主主義」（五十嵐
2004：第 6 章）といわれる政治が続いている。
ラテンアメリカやフィリピンのような大統領制でなく、議会で多数派を獲得する必要のある議院内閣制
のタイにおいても、個人によって創設された政党が、その指導者の人気によって政権を獲得するというこ
とが起きた。タックシンのタイラックタイ党（TRT）の登場である。TRTは、警察官僚から起業し、携帯
電話会社の成功により一代でアジア屈指の財閥を築いたタックシンによって1998年に創設された。TRT
は2001年の総選挙で、小選挙区と比例区あわせて500議席のうち248議席を獲得し、政権発足時にセー
ラータム党を吸収して過半数の262議席を得て、それまで小政党の乱立が続いていたタイに初めての安定
した多数議席を獲得し、タックシンを首相とする新内閣を発足させた（末廣2007：251）。
このTRTの大勝は、1997年憲法によって改正された選挙制度によるところが大きいといわれている（玉
田2009）。この選挙制度では、全500議席中400議席で小選挙区制を導入し大規模政党に有利になったこ
とに加え、各党の比例区名簿には、首相候補として党首を名簿の最上位に置き、他の閣僚候補も名簿の上
位におくこととされた。その結果、比例区の投票は次期政権政党と首相の選択を意味するようになり、事
実上の首相公選制の様相を帯びていた6。こうした選挙制度が、議院内閣制のタイで大統領制のような「強
い首相」の出現を可能にし、そしてタックシンの個人政党の大勝を可能にしたのである。
こうした制度的要因があったとはいえ、個人政党が短期間で政権獲得に至るには、指導者への強い支
持と影響力が必要である。とりわけTRTの場合、初参加の総選挙に際して多数の候補を擁立する資金を、
タックシン自身が準備できたことはきわめて重要である。玉田は、2001年総選挙に際しての各政党の財
政を分析し、選挙前年の2000年時点で、TRTへの最多額の献金者はタックシンの夫人で、その額は同党
への献金総額のほぼ4分の1に達したという。さらに翌年にはタックシン夫人の献金額は同党の献金総額
の86％にも達している（玉田2003：271）。しかもこれは公表されている部分であり、実際は「タックシ
ン自身がさらに多くの資金をつぎ込んでいたことはほぼ間違いない。」（玉田2003：286）という。
このように、タイのTRTも、指導者の強い影響力がある一方で、次のような点に組織の脆弱性が表れて
いる。まず、党支部の数について、選挙戦の最中である2000年12月の時点で、TRTは地方に4つの支部
しか設けていない。最も歴史の長い民主党が163、最も支部の多い新希望党では207の支部が各地に設け
られているのとは対照的である。しかし、党員数にかんしては、同時点で、民主党の74万人に対し、TRT
は103万人と、多数の党員を擁していた。これは総選挙後の翌年2月には625万人と、他党を大きく引き
離している。ただ、この党員数の激増は不自然であり、玉田は、各党とも「現金を提供して有権者に入党
を勧誘したと報じられていることと無関係ではなかろう」と述べ、「党員獲得が有権者の買収の一手段と
して利用された」（玉田2003：266-267）と断じている7。
このように、個人政党は、政治家個人が権力獲得のための「乗り物」として創設されることが多いため、
政党指導者個人の影響力がきわめて大きく、政党は指導者に従属する立場にある。そして、指導者が有権
者からの支持を直接的に得るという構造のために、その組織は未発達になることが多いのである。
３．支持調達の資源
政治指導者が個人で政党をつくりあげることは決して容易ではない。とりわけその政党が大規模で政権
を獲得するほどの支持を得ようとするとなおさらである。そこで次に、個人政党がどのようにして有権者
からの支持を取り付けるか、すなわち支持調達のための資源について検討する必要がある。個人政党はし
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ばしば、特異なパーソナリティあるいは資質を有する指導者、ときにカリスマ的指導者によって形成され
る。しかし、途上国の個人政党を見渡すと、必ずしも指導者の人格やカリスマにばかり依存するものでは
ないことがわかる。個人政党をカリスマ政党とは区別して定位するためにも、ここで個人政党における支
持調達の資源について検討していくことにしたい。
キッチェルトによれば、政党と有権者との連繋には、「カリスマ的連繋」「クライエンテリズム的連繋」「プ
ログラム的連繋」という 3 つの類型があるという（Kitschelt, 2000）。一つめのカリスマ的連繋とは、政
党指導者のカリスマないしは個人的資質に有権者が期待しそれに指導者が応えるという関係。次のクライ
エンテリズム的連繋は、クライエンテリズムすなわちパトロン―クライエントという関係の中で、パトロ
ンとしての政党がクライエントにパトロネジすなわち経済的・政治的利益を提供し、それと引き替えに有
権者はその政党を支持するという関係である。そして最後のプログラム的連繋とは、プログラムすなわち
政党が提示する政策パッケージを有権者が支持し、それに対して政党はその実現をもって応えるというも
のである。
この連繋の 3 類型は、政党が有権者から支持を調達する際の手段あるいは支持と引き替えに提供する資
源と言い換えることができよう。つまり、政党は有権者に対して、カリスマ（指導者個人の資質ないしは
パーソナリティ）、（経済的・政治的）パトロネジそして／あるいはプログラム（政策パッケージ）を提供
することと引き替えに支持を調達する。このことは個人政党でも例外ではない。
３．１．カリスマ（資質・パーソナリティ）
個人政党の場合、指導者のカリスマに依存しているケースは多い。パーネビアンコが指摘しているよう
に、政党形成の初期においてカリスマが重要な役割を果たすことが少なくないからである（パーネビアン
コ2005：第 8 章）。とりわけ途上国においては、短期間に自由選挙と複数政党制が導入されることにより、
イデオロギーや社会的亀裂（cleavage）を基礎とする政党が形成されにくいため、有力な指導者を中心に
政党が形成されがちである。また、旧植民地諸国の場合、独立の過程で宗主国との独立闘争を経験したケー
スも多く、そのような場合、独立闘争のリーダーがカリスマ的指導者として登場してくることもある。こ
のように、途上国の個人政党が支持調達に利用する資源として最も有力なものが、指導者個人の資質ない
しはパーソナリティ、言い換えるとカリスマであるといえよう。
ウェーバーによると、カリスマ的支配の特徴は、指導者に対する追従者の「全く人格的な帰依」（ウェー
バー 1970：71）にあり、したがってその間の関係（連繋）は、「没経済的」（ウェーバー 1970：74）、
つまり経済的利害を超えた関係にある。またその組織は、官僚制的組織とは相反するもので、労働の分
業や通常の財務形態を持たないことが多い（パーネビアンコ2005：147-148）。こうした組織的特徴は、
まさに前節で述べた個人政党と同じである。よって、カリスマ政党は個人政党と同一視されがちであり、
事実、個人政党のなかには、指導者のカリスマに依存するものも少なくない。しかし、カリスマへの支持
が、純粋に人格によるものであり、経済的利益を越えた関係（連繋）によって成り立っているのに対して、
途上国を中心にみられる個人政党の指導者―支持者関係は、しばしば人格ではなく、経済的な利益を介し
て成り立っていることが多い。したがって、ここで定位する個人政党は、決してカリスマ政党とは同一の
ものではなく、別の類型として定位されるのである。
３．２．パトロネジ（経済的・政治的便益）
このように、途上国の個人政党の中には、カリスマだけでなく、あるいはカリスマではなく、パトロネ
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ジや政策を通して支持を調達しているケースが少なくない。途上国における政党の支持調達では、個人政
党に限らず、パトロネジの分配は頻繁に行われており、この点を見逃すと途上国における個人政党のダイ
ナミズムを捉えきれない。パトロネジは、政治エリートの私的な財として分配することで支持を調達する
こともあるし、国家財政や権限・公職のポストなどの公共財を分配することもある。また、金銭や物品、
国家予算のような経済的利益を分配することもあるし、公職のポストや政治的権限などの政治的利益を供
与する場合もある。そして、このようなパトロンからクライエントへのパトロネジ分配の構造はクライエ
ンテリズムと呼ばれ、行政権限の違法な行使である汚職や、構造化された私的便益のための公的権力の行
使である政治腐敗と区別されることもある（河田編2008：1-2）。また河田は、名望家政党の段階の「名
望家クライエンテリズム」と、大衆政党段階の「政党主導型クライエンテリズム」という歴史的類型を示
し、名望家政党から大衆政党への移行と同じように「名望家クライエンテリズム」から「政党主導型クラ
イエンテリズム」への移行が起きると論じた（河田1986：73）。このことは、名望家という個人を中心
とする政党を介したクライエンテリズムだけでなく、組織化された政党によるクライエンテリズムも存在
することを示している。
途上国における政党の制度化にかんする論文のなかでランドールが、「社会諸部門との連繋があると
ころでは、それら（政党：筆者註）はしばしばクライエンテリズム的な性質を帯びていた」（Randall, 
2006：388）と述べるとき、途上国における個人政党はむしろ、指導者のカリスマよりも、パトロネジ
の分配によるクライエンテリズム的なものであることが指摘されているといえる。東南アジアの政治にお
いても、こうしたパトロネジの分配による支持調達は、長くみられてきた現象である（Scott, 1972）。す
でに触れたように、フィリピンでは、伝統的に「マシーン政治」と呼ばれる、農村部を中心とする政治家
と選挙区住民との間のパトロン―クライエント関係が政治の中心であった。マルコス戒厳令体制以前に
存在した二大政党制の下でも、国民党と自由党は「両党ともに農村の地方政治を基盤とする政党であり、
票と便益の交換を主とするクライエンテリズム（恩顧主義）が支持調達の主要な手段」（藤原1993：93）
であったとされる。また、タックシン以前のタイ政治でも、とくに地方（農村）において、地域の有力者
がその地元に中央からの利益をもたらすのと引き替えに選挙に際して支持を得るというクライエンテリズ
ムであった。よって、フィリピンでもタイでも、クライエンテリズムが政治の基本になっており、そのた
め小規模な個人政党がポークバレルを資源として機能していたといえる。河田の類型によれば、「名望家
クライエンテリズム」の段階にあったといえる。
ところが、フィリピンではエストラーダが、タイではタックシンが登場し、大規模個人政党によって政
権の獲得に成功した。エストラーダは、工業化と都市化を背景に、自身の映画俳優としての人気で都市貧
困層を中心とした支持を集めて大統領に当選したことからわかるように、大衆人気を支持調達の資源とし
た。これに対してタックシンは、その財力を背景に有権者の 3 分の 2 を占める農業労働者と都市のイン
フォーマル部門従事者に広く利益をもたらす戦略を用い、それまで各地域の有力者が行っていた利益誘導
を全国規模へと拡大した8。
ただし、議院内閣制の下では、政権の獲得はまずTRT が議会での多数派を獲得する必要があり、その
ために議席の80％を占める小選挙区で当選する候補が必要となる。そこでタックシンは、現職や前職の
有力候補をその豊富な資金によって買収し、TRTの傘下に集結していった。玉田によれば、「タイラック
タイ党は大量の資金投入のおかげで、2000年 7 月にはすでに100名ほどの現職議員を糾合しており、第
一党になる可能性が高まっていた」（玉田2003：292）という。このことから、タックシンは個人のカリ
スマ的人気というよりも、むしろその資金力を背景にしたクライエンテリズムを大規模に展開することで
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TRTの政権獲得につなげたといえるであろう9。
インドネシアではゴルカル（GOLKAR）がスハルトの権力維持のための「乗り物」であった。ゴルカル
はGolongan Karyaの略で、直訳すると職能団体という意味を持ち、様々な職能組織や青年団体などの集
合体といわれている。スハルトが大統領就任後、大統領を選出する国民評議会での多数派を形成するため
に利用したのがこのゴルカルであった。スハルトは1971年以後の総選挙に際し、ゴルカルの一部でもあ
る公務員組織を通じてテコ入れを図り、ゴルカルの圧勝をもたらしてきた。そして、ゴルカルと大統領任
命議員によって占められた国民協議会でスハルトが大統領に選出され続けてきたのである。このようにゴ
ルカルは、スハルトの権力維持のための「乗り物」であり、それは、独立闘争の英雄としてのスカルノと
違ってカリスマ性に欠けるスハルトの権力維持のために、パトロネジの分配を巧みに用いて、30年以上
にわたる長期政権を可能にしたのである（増原2010）。
３．３．プログラム（政策）
たしかに、途上国ではしばしば、政党によるパトロネジの供与と引き替えに有権者からの支持調達が行
われることがある。それは個人政党でも例外ではなく、個人政党であっても指導者個人のカリスマではな
く、パトロネジの分配によって支持を調達しているケースすらある。しかしなかには、特定の個人や集団
へのあからさまなパトロネジ供与ではなく、プログラム（政策パッケージ）を通じて支持調達を図るケー
スもみられる。
TRTの台頭は、タックシンのカリスマというより、その資金力を背景としたパトロネジの分配によると
ころが大きかった。とりわけ、既存の現職国会議員を大規模に買収したことにそれは典型的に現れている。
また、新憲法の下で規制が厳しくなったとはいえ、買票も依然行われていた。しかし、かといって、タッ
クシンがパトロネジのみによって多数の議席を獲得できたかというとそうとも言い切れない。2001年の
総選挙にあたってTRTが掲げた政策公約とりわけ村落基金や人民銀行の設立、30バーツ医療制度といっ
た政策を有権者が支持した側面も大きいからである。前述のように、タイの選挙政治では、広くクライエ
ンテリズムが中心的に機能しており、「従来のタイの政党は公約により得票を増やすことに余り熱心では
な」く、いずれの政党も「空疎であいまいな政策を付和雷同的に掲げてきた」（玉田2003：284）といわ
れる。しかし、TRTはこうした政策パッケージを公約としており、TRTの政策を分析した末廣の言によれ
ば、「政党が選挙に際して『政策アジェンダ』を明確に国民に示したのは、TRTが初めての事例であった」
（末廣2008：251）という。このように、その政策のターゲットはある程度限られているとはいえ、単な
る買票やパトロネジ分配ではなく、政策プログラムによって支持調達を図るケースもある。
以上のように、個人政党は、指導者のカリスマのみを支持調達の資源としているわけではなく、したがっ
て、カリスマ政党とは別の類型を形成する。トンプソンは、タイとフィリピンの「ポピュリスト政党」を
比較分析するなかで、キッチェルトの指摘とは異なり、これらの事例ではクライエンテリズム・プログラ
ム・カリスマの3つの連繋を混合して用いた戦略が展開されているという（Thompson, 2013）。このこと
は実際、個人政党でもいえることである。
４．個人政党の問題
個人政党の台頭は、途上国の政治にどのような問題を引き起こすことになるのであろうか。これまで論
じてきた個人政党の二つの特徴、すなわち政党組織の特徴と支持調達の資源における特徴とについて、各々
問題を指摘することができる。まず、政党組織の問題としては、その組織の脆弱性からくる政党ないしは
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政党システムの持続性・安定性についての問題。そして、支持調達の資源における問題として、カリスマ
とクライエンテリズムの問題である。
４．１．持続性・安定性の問題
まず、個人政党の組織構造からくる問題として、政党および政党システムの持続性・安定性の問題があ
る。すでにみたように、個人政党の組織は脆弱であり、それゆえに政党そのものの持続性・安定性が低く
なる傾向にある。とくにカリスマによる個人政党の場合、「カリスマは本質的に不安定であり、日常的な
運営の必要から早晩排除されてしまう」（パーネビアンコ2005：166）ために、せいぜい一代限りで終わ
る可能性が高い。フィリピンのエストラーダは、自身の不正蓄財が問われることになって急速に支持を
失っていったが、それはその支持組織の基盤が脆弱なためであった（日下2013：129-140）。他の多く
の個人政党も、指導者自身によって維持されているところが多く、指導者の消滅とともに政党そのもの
がなくなることは少なくない。たとえば、個人政党とポピュリズムの台頭するラテンアメリカでは、20
世紀中に166の立法府選挙が行われ、合計1200にもおよぶ政党がこれらに参加したが、そのうちある国
で行われたすべての選挙に参加したのはその 1 ％にあたる15政党にすぎず、逆に80％にあたる政党は、
たったの 1 回しか選挙に参加していないという（Coppedge, 2001）。またメインウォリング（Mainwaring 
1998 : 70）は、アルゼンチンの正義党とペルーの変革90が、それぞれペロンとフジモリといったカリス
マ指導者に依存し、組織形成がなされなかったために、指導者一代限りで消滅したのに対し、メキシコで
は、制度的革命党が政党の組織化を達成したことで指導者の交代を可能にし、長期政権を維持できたこと
を比較しながら論じている。
また、組織が未整備なため、組織規範や組織内分業が確立されていない場合が多く、指導者やその取り
巻きによる恣意的な規範の形成や党運営によって問題が生じる可能性が高い。また、TRTのように党の財
政収入が指導者個人に依存している場合、その財務管理はあいまいになりがちであるし、何より、公私の
区別がつきにくくなる。こうした党財政の不透明さは、文字通りのアカウンタビリティ（accountは会計
の意味）を損なうことになりかねない。
さらに、フィリピンのように、政党内の連帯がきわめて緩く、頻繁に党籍変更が行われる場合や、TRT
のように、議員買収によって党勢を拡大するといった場合には、政党のラベルそのものが無意味となり、
有権者の政党選択そのものが無意味となりかねない。さらには、政治家の側も、有権者に対して説明責任
を果たさなくなる可能性が高い10。政党が短期間で消滅し、頻繁に政治家が政党所属を変えるようなこと
を繰り返せば、選挙での公約や任期中の政策形成・遂行に対して、次の選挙でその成果を問うこと（業績
投票）が難しくなるからである。こうして、政治家は長期的なビジョンを示さず、ごく短期的な目標にし
か関心を持たなくなるであろう。それは結果として、人気取りのための政策の連発や財政の悪化を招き、
国全体としての公共財の供給に問題を生じさせるであろう。
そして、このように政党組織の持続性が損なわれるとき、政党間競争のパターンである政党システムも
不安定になる可能性が高い。選挙変易性という指数を用いた多国間比較で、ラテンアメリカや旧ソ連諸国
では、有権者の政党支持の移ろいやすさ、そしてそれを反映した政党システムの不安定性が証明されてい
る（Mainwaring and Zoco, 2007）。まず、小規模の個人政党が乱立している場合、一般的に多党乱立の
状況がそうであるように、政党システムは不安定な状態に陥る。過度な競争の激化や連立政権形成の困難
によって政治決定が不安定に陥り、ときにデッドロックに乗り上げる。また、こうした政治の機能不全に
よって、有権者の政党政治や民主主義体制そのものへの信頼も揺らぎかねない。
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他方、大規模な個人政党が政権の座にある場合は、政党間競争の激化によって政治的不安定に陥る可能
性は少ないかもしれないが、その組織的脆弱性と指導者個人への依存のため、個人政党の凋落や崩壊から、
政権の凋落・崩壊につながることもある。フィリピンのエストラーダとタイのタックシンの例をみても、
エストラーダは自身のスキャンダルによって反政府デモといった政治不安を引き起こしたし、タックシン
にいたっては、海外の企業への株式売却をめぐって納税をしていなかったこと（それ自体は違法ではなかっ
た）から反対活動が活発化し、ついにはクーデタによる政権転覆にいたった。これらの事例は、カリスマ
であれパトロネジであれ、個人政党の指導者のスキャンダルが、政権や体制の転覆そして社会混乱にまで
至るということを示している。
このように、政党そのものが脆弱で、政党システムが不安定になることで、政党政治や果ては民主主義
体制に対して、国民の信頼が失われる可能性もある。所属する議員が頻繁に移り変わるような状況のなか
では、有権者と政党の連繋を安定的に維持することはもちろん、有権者が民主的な選挙において政党選択
をすることそのものに意味を見いだせなくなるおそれがある。例えばタンは、東南アジアのタイ、フィリ
ピン、インドネシアで広がった反政党感情を分析し、それが、これらの国で広く見られるパトロン―クラ
イエント関係、個人依存（personalism）、政党の政策プログラムやイデオロギーの欠如といった点に起因
していることを明らかにした。そして、政党の努力にもかかわらず、こうした反政党感情はなくなってお
らず、今後の政党システムの制度化や民主主義の安定にとって危険となる可能性があると指摘している
（Tan, 2013）。このような、脆弱な政党システムは、政治ないしは社会の混乱をもたらし、その結果、政
党政治ないしは民主主義の正統性を損なう結果、政治的安定をもたらす個人独裁や一党支配体制といった
非民主主義体制の出現を可能にし、またその維持を正統化することにもなる（金丸2011b）。
４．２．カリスマ・パトロネジの問題
こうした政党の持続性と安定性の問題は、カリスマ政党についてよくあてはまる。前述のように、個人
政党のすべてがカリスマ政党ではないが、カリスマ政党はほとんどが、個人政党の持つ組織の脆弱性の問
題を抱えている。というのも、カリスマの継承はきわめて困難であり、指導者のカリスマに依存する政党
は、指導者の消滅とともに消滅する可能性がひじょうに高いからである。よって、指導者のカリスマに依
存する政党は、その政党自体の持続性に問題があり、またそうした政党で成り立つ政党システムは不安定
になりがちであると考えられるのである。
これに対して、パトロネジによる支持調達すなわちクライエンテリズムの問題も、民主制・非民主制を
問わず、また途上国に限らず広く政治につきまとう現象として研究されてきた11。これらの多くの研究は、
クライエンテリズムのメカニズムや原因またその歴史的変化や社会構造との関係などに着目した比較研究
で、その規範的問題点を挙げるものは多くない。そのなかで、政治哲学の観点からその規範的問題点を論
じた小林は、クライエンテリズムの問題を「公共性の実現」という観点から論じ、それが問題であるとさ
れるのは、「恩顧主義は庇護者・随従者の「私的」利益を図るために、それ以外の人々を含めた構成員全
体の「公共性」の実現を妨げるからである」（小林2008：7）と述べている。つまり、公共財が、一部の
特定の個人や集団に私的に利用されることにより、構成員全体たとえば国民の全体的な利益が損なわれる
ことが問題であるとしている。
また、キッチェルトらは、クライエンテリズム的連繋とプログラム的連繋との違いは、政党が有権者に
「公共財」12を提供するのか、「私的財」を提供するのかの違いにあるといっている。つまり、クライエン
テリズム的連繋では、政党が限られた特定の有権者に私的財を提供するのに対し、プログラム的連繋では、
和洋女子大学紀要　第54集72
特定されない有権者層ないしは国民全体に公共財を提供すると区別されているのである（Kitschelt and 
Wilkinson, 2007：10-12）。これらは、先進国であれ途上国であれ、政党によって戦略的に混合して用い
られるが、キッチェルトらは、経済レベルが高い国ほど、また政党間競争が高い国ほど、プログラム的連
繋がより多く用いられているという（Kitschelt and Wilkinson, 2007：24-35）。
このように、政党と有権者との関係のなかでは、カリスマを介した支持調達よりもクライエンテリズム
の方が安定性の点ですぐれているといえる。しかし、クライエンテリズムは、公共財の私的分配により全
体の利益を損なう可能性がある。よってこれよりも、公共的利益を実現するという観点から、プログラム
すなわち政策パッケージをめぐる支持調達による方が民主主義に適合的であると考えられるのである。
５．おわりに
本稿では、途上国でしばしばみられる個人政党の特徴を抽出し、 1 つの類型として定式化することを試
みた。途上国では、小規模個人政党と大規模個人政党との両方がみられるが、これらはいずれも組織構造
に共通した特徴がみられる。すなわち、指導者個人が中心となり、しばしば新たに政党が創設されること
により、個人政党のなかでは指導者の影響力が圧倒的で政党は指導者に対して従属的な地位にある。その
ため、組織としては未発達の場合が多く、指導者は、政党組織を介することなく、有権者から直接支持を
受けるという組織的特徴を持っている。また、個人政党が支持調達の際に提供する資源としては、カリス
マ・パトロネジ・プログラムの 3 種類がある。しばしば個人政党はカリスマ政党と同一視されるが、その
支持調達の資源はカリスマに限られないことを示すことで、個人政党をカリスマ政党とは別のものとして
定位した。同時に、こうした支持調達の資源における多様性を認識することで、途上国における個人政党
のダイナミズムがよりよく理解できることを示唆した。最後に、これらの組織と支持調達の特徴から導き
出される、途上国における個人政党の問題点として、第一に政党および政党システムの持続性・安定性の
問題、第二にカリスマやパトロネジの提供による支持調達の問題点を指摘した。
限られた紙幅のなかで、途上国の広い範囲にわたる個人政党の定式化を試みたため、本稿で残された課
題もいくつかある。第一に、個別事例の詳細な検討ないし比較分析が不十分である。本稿では、取り上げ
た事例も地域も限られており、個人政党の類型を定位するうえで十分であるかどうかは疑問が残る。第二
に、本研究を途上国における政党政治の問題全般のなかに位置づける作業が行われていない。とりわけ、
政党および政党システムの制度化という、途上国政治研究のより広いテーマに、この個人政党の問題がど
のように関係するのかをさらに検討する必要がある13。第三に、政党のあり方と大きく関係している選挙
制度のあり方も比較の視座として設定できるであろう。そして第四に、「はじめに」でも触れたように、
途上国政治の研究のさらに広いテーマとして、民主化ないし民主主義定着論との関係を議論する可能性が
ある。現代の民主主義において、複数政党制と自由選挙は不可欠の要素であるが、そのなかで個人政党が、
途上国の政党政治にどのような影響を与えるのか、さらに注意深く検討する余地がある。
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註
　　　　　　　　　　　　
1 途上国における民族政党の問題については、金丸2012；2011で検討した。
2 途上国における政党政治の諸問題については、金丸2011bで概観を示した。
3 このように、個人政党が政権を獲得する場合と類似して、途上国でしばしば「個人支配」と呼ばれる政治体制がある（Chehabi 
and Linz, eds., 1998；増原2010：第1章）。この個人支配体制のなかには、個人政党を介したものも含まれるが、これはあくま
でも体制概念であり、個人独裁や軍事独裁も含まれるため、必ずしも政党が介入するとも限らない。むろんこの概念自体が政党
の類型を表す概念でもない。よって、ここで検討する個人政党の概念とは異なるものである。
4 個人政党のいくつかの例がしばしばポピュリズムの名の下で論じられているように、ポピュリズムと個人政党とはたいへんよく
似た概念である（Taggart, 2000；Canovan, 1981）。しかし、近年のポピュリズム論が、政治指導者の個人的人気を強調するも
のが多いのに対して、もともと19世紀末のアメリカで誕生したこの言葉は、当初必ずしも強力な個人指導者を伴う運動ではな
かった（古矢2002：第 2 章）。しかも、ポピュリズムには政党が関与するとは限らないという点で個人政党とは大きく異なる。
5 ただし、それは出身地域が貧困地域であったというだけで、エストラーダの家族自体は中上流層の家庭であったといわれている。
ただ、彼が、大統領選挙に際して、自らを貧困層の出自と任じ、ゆえに貧困層の代弁者であることを強調したのは事実である（日
下2013：131）。
6 「タックシン自らも、比例区におけるTRTへの支持は、タックシン自身への支持であると語っていた」（玉田2009：82）。
7 また、同時に、「党員数は政党への公的助成金の際に積算根拠の1つとなるため、助成金獲得のために名目だけの党員集めが行
われた可能性も大いにある」（玉田2003：267）ことが指摘されている。
8 2001年総選挙におけるタイでの買票すなわち選挙に際しての候補者から有権者への利益供与は、現金の授受や農業機械・肥料
の供与から保険掛け金の請負にいたるまで、様々な方法による事例が、玉田2003：280-283で示されている。
9 タイではタックシンが政権獲得後も公約を実行し、次の2005年総選挙ではさらなる大量議席を獲得したのに対し、フィリピ
ンのエストラーダは、公約を実行できず、任期半ばでの辞任となった。エストラーダのように、大衆人気によって支持を得る
ことは可能であるが、それを維持するためには、利益分配や政策の実施
4 4
が必要であるということが、この事例によってわかる
（Thompson, 2013：63）。
10 その意味で、弱い制度化は、民主主義の基礎となる選挙を通じた説明責任を削ぐことにもなる（Mainwaring and Torcal, 
2005：2）。
11 先進国も含めた比較研究として、Kitschelt and Wilkinson eds., 2007、先進国の事例や理論（政治哲学）的検討も含めた日本で
の共同研究として河田編2008、また最新のものとして東南アジアのインドネシア、フィリピン、タイを取り上げた共同研究の
Tomsa and Ufen eds., 2013などがある。
12 ここでプログラム政党が提供するとされる「公共財（public goods）」には2つのものが含まれている。一つは「集合財（collective 
goods）」でこれは集団の構成員全体に利益をもたらすもの。もう一つの「集団財（club goods）」は、他の集団から得てきた財によっ
てある別の集団の利益をもたらすものとされる。後者は所得の再分配（租税と福祉）などに現れ、利益を得るのはある集団に限
られるが、それは特定の集団のみに供されるものではない（つまりいずれの集団も条件により利益を得る対象となりうるという
点で）公共性に反するものではないとされる（Kitschelt and Wilkinson, 2007：11）。
13 ラテンアメリカを中心に、途上国における政党システムの制度化について比較研究を行ったメインウォリングとトーカルは、途
上国の政党システムが、総じて制度化の度合いが低いと指摘し、「個人依存（Personalism）」からの脱出が、すなわち途上国に
おける政党の制度化であると述べている（Mainwaring and Torcal, 2005）。
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